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はじめに －国民年金とは－

1961 (昭和36) 年の国民年金法施行による国

民年金制度の発足をもって､ わが国は国民皆年

金(１) になったとされる｡ それ以前のわが国の

公的年金制度は､ 明治期に整備された恩給制度

に端を発する公務員共済年金と､ 1942 (昭和17)

年施行の労働者年金保険制度に始まる厚生年金

など､ 被用者(２) を対象とする年金制度だけで

あった｡ 国民年金法の施行によって､ 初めて農

林水産業や自営業者の年金制度が整備されたの

である｡

しかし､ 厚生年金､ 公務員等の各共済組合の

年金､ 船員年金､ 国民年金はそれぞれ別建てで

あり､ また収入のない者は国民年金に強制適用

されず､ 任意加入であった｡ そこで国民年金発
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� 同年導入された国民健康保険制度とともに､ ｢国民皆保険皆年金の実現｣ と称された｡

� 本論考の ｢雇用者｣ と ｢被用者｣ の使い分けについては､ 前者は労働統計等､ 後者は社会保険制度等､ 概ね､

原資料での使用に拠る｡ 同様に､ ｢雇用主｣ ｢事業所｣ ｢企業｣ も併用する｡



足から四半世紀を経た1986 (昭和61) 年に､ 国

民年金を被用者年金制度 (厚生年金や各種共済

年金) の基礎年金とし､ 日本国内に居住する者

全てを被保険者とする制度に改変し､ 年金制度

の基礎部分の一元化を実現した(３)｡ これによ

り､ 収入のない者も強制適用の対象となる本格

的な皆年金制度が発足した｡

それ以来､ ｢国民年金｣ はわが国の公的年金

の基礎年金部分をさし､ その被保険者は第１号､

第２号､ 第３号で構成される (図表１)｡ ただ

し､ ｢国民年金｣ の運営や財政について検討す

るとき､ 対象となるのは保険料納付義務を負う

第１号被保険者である｡ 社会保険庁の ｢国民年

金被保険者実態調査｣(４) の調査対象も､ 国民年

金第１号被保険者だけであり､ 国民年金の空洞

化について問題となるのは､ この第１号被保険

者である｡

Ⅰ 国民年金の空洞化とは何か －推移と

現状－

国民年金の空洞化(５) とは､ 本来は強制適用

の対象とされて保険料納付の義務を負う者のう

ち､ 適切な手続きをせずに国民年金に未加入ま

たは保険料未納となる者が増えることをいう｡

2002 (平成14) 年度には保険料納付率が60％台

にまで落ち込み､ 2004 (平成16) 年度の年金改

革に向けて議論が行われている中で､ 改めて関

心を呼んでいる｡ 保険料収入が少なくなるとい

う国民年金財政への悪影響､ 未加入者や未納者

が無年金障害者や無年金高齢者となる問題があ

ることはもちろんだが､ それ以前に国の社会保

障制度に対する国民の信頼の欠如を示すもので

あり､ かつ国の社会保障制度の安定性を根底か

ら揺るがす大問題である｡

レファレンス 2004.１88

図表１ わが国の公的年金制度 (2002(平成14)年３月末現在)

＊国民年金制度の歴史

1961(昭和36)年
国民年金発足 (国民皆年金)

1986(昭和61)年
基礎年金制度発足
(第３号被保険者制度発足)

1991(平成３)年
学生の強制適用開始

区 分 負担 (拠出) 給 付

第 １ 号 わが国居住者で､ 第２号と第３号以外の者 定額保険料 13,300円 定額 (拠出年数比例)

第 ２ 号
被用者年金被保険者
(厚生年金保険加入事業所被用者と公務員等)

報酬 (所得) ×保険料率13.58％
(2003(平成15)年４月､ 総報酬制)

定額＋報酬比例部分
(報酬・拠出年数比例)

第 ３ 号 第２号の被扶養配偶者 保険料なし｡ 届出 定額 (届出年数比例)

＊基礎年金の財政調整

年金保険者 (国民年金､ 厚生年金､ 各共済組合) が､ 被保険者 (国民年金は納付者のみ) 数に応じた基礎年金拠出金を､ 基礎
年金勘定に拠出｡
基礎年金勘定から､ 年金給付に応じた基礎年金交付金を､ 年金保険者に支給｡
第３号被保険者は､ 配偶者の所属制度の拠出金算定者として扱われる｡

(出典) 『厚生労働白書』､ 社会保険庁 『事業年報』 ほか

被用者年金
[報酬比例部分]

第２号被保険者
(3676万人)

第３号
(1133万人)

第１号
(2207万人)

共済年金
[報酬比例部分]

国民年金受給 厚生年金受給 共済年金受給

基礎年金

� 1985 (昭和60) 年国民年金法等改正､ 1986 (昭和61) 年施行｡

� 2002 (平成14) 年実施調査の速報が､ 社会保障審議会年金部会第22回会合 (2003.7.24.) で報告された｡

� 1990 (平成２) 年前後から新聞紙上を賑わし始め､ 国会の審議でも1994 (平成６) 年に登場している｡



１ 未加入者と未納者

未加入者数については社会保険庁 『公的年金

加入状況等調査報告』 で､ 未納者数については

社会保険庁 『国民年金被保険者実態調査』 で把

握できる (いずれも３年毎の調査) (図表２)｡

1995 (平成７) 年度からは､ 職権適用で20歳に

なった者へ年金手帳を送付し始めたため､ 未加

入者は減少してきたが､ 未納者はそれを上回っ

て増加し続けている｡ 未加入者と未納者の合計

を第１号被保険者数と未加入者の合計で除すと､

６人に１人以上が未納か未加入ということにな

る｡ なお､ 調査直前2年間に一度でも納付すれ

ば一部納付者となり､ 未納者には数えられない

ため､ 後述する納付率のほうが厳密な数字とな

る｡

２ 国民年金の納付率

国民年金保険料の納付率 については､ 社会

保険庁が毎年報告している｡ これは､ 納付対象

月数に対する納付月数の比率､ すなわち納めら

れる筈の保険料収入に対して実際に納められた

保険料収入の割合である｡

納付率 (％) ＝
納付月数

納付対象月数
×100

基礎年金制度の導入以降では､ 1991 (平成３)

年度と翌年度の85.7％をピークに､ 1996 (平成

８) 年度以降下降し続け､ 2002 (平成14) 年度

には62.8％と前年度より8.1％減と一気に低下

した (図表３)｡ 納付率は､ 政令市では最低の

56.7％､ その他の市では62.1％､ 町村では71.1

％である｡ 政令市ではおよそ２人に１人しか払っ

ていない｡ もともと大都市圏の納付率は低かっ

たが､ 2002 (平成14) 年度の特徴は､ その他の

市町村でも落ち込みが大きかったことである｡

３ 国民年金の免除率

免除制度により保険料を支払っていない者の

比率 (免除率) も増加し続けている (図表４)｡

2001 (平成13) 年度の免除率は23.8％に達し､

第１号被保険者の４人に１人が免除対象である｡

学生特例免除は､ 世帯所得ではなく本人所得

によって免除を認めたため､ 免除対象が拡大し

た｡ 一方､ 2002 (平成14) 年度からの申請半額

免除制度は､ 申請全額免除制度の厳格化と併せ

て導入されたため､ これによって免除率は低下

したものの､ その分､ 納付率の低下 (後述) を

もたらした (図表５､ ６)｡

４ 国民年金の保険料収入

上記のような未納者や免除者がいるため､

2001 (平成13) 年度末の保険料納付者は1356万

人で､ 第１号被保険者の61.4％が納付者である

(図表７)｡ 既述のとおり､ これには一部納付者
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図表２ 未納者･未加入者の推移

(参考) 第１号被保険者
(任意加入含む｡ 年度末現在)

1910.4万人

2042.6万人

2207.4万人

第１号未加入者 未納者

平成７年度 158.0万人 172.2万人

平成10年度 99.3万人 264.6万人

平成13年度 63.5万人 326.7万人

(出典) 社会保険庁 『平成14年度の国民年金の加入･納付状況』 2003.7, p.4.

330.2万人

363.9万人

390.2万人

� 市町村に事務委託してきた平成13年度までは ｢検認率｣ と称した｡ 納付年度直後の数字なので､ 後納 (免除者

以外は２年まで可能) 等により､ 通常最終的な納付率は４％程度上昇すると言われる｡

� 社会保険庁 『平成14年度の国民年金の加入･納付状況』 2003.7, p.2.
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図表３ 国民年金の納付率の推移

・1986 (昭和61) 年から､ 収入のない者
も強制適用の対象となったため､ 納付
率が急激に悪化｡
・1995 (平成７) 年度から､ 20歳到達者
への年金手帳送付 (職権適用) を開始｡
・2000 (平成12) 年度から､ 学生納付特
例制度発足｡
・2002 (平成14) 年度から､ 全額申請免
除を厳格化し､ 半額免除制度を導入｡

(出典) 厚生労働省年金財政ホームページ ｢国民年金 免除者数､ 免除率､ 検認率､ 繰上げ率の推移｣ (図表18)､
社会保険庁 『平成14年度の国民年金の加入･納付状況』 をもとに作成｡
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図表４ 国民年金 免除率(％)の推移

(出典) 図表３と同じ

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 年度

図表５ 国民年金免除の種類と事由

免除の種類 根 拠 法 免 除 事 由

①法定免除 国民年金法第89条 � 障害年金を受給

� 生活保護法による生活扶助を受給

� 国立ハンセン病療養所等に入所

②申請免除
(全額免除)

国民年金法第90条 � 前年の所得が一定額以下 *１)

� 生活保護法による生活扶助以外の扶助または援助を受給

� 地方税法上の障害者･寡婦で前年の所得が125万円以下

� 天災・失業等で納付困難 (特例的事由)

③申請免除
(半額免除)

国民年金法第90の２条 (平成14年度から) � 前年の所得が一定額以下 *２)

� 申請免除 (全額免除) の事由��に該当

� 天災・失業等で納付困難 (特例的事由)

④学生の保険
料納付特例

国民年金法第90の３条 (平成12年度から)
(平成14年度から夜間･定時制･通信制も
対象)

� 学生本人の前年の所得が､ 申請免除 (半額免除) の�と同様

� 申請免除 (全額免除) の事由��に該当

� 天災等で納付困難

*１) 全額免除の基準：前年の所得 (地方税法第313条第８項及び第９項による控除前の金額) が､ 以下の式で計算した額以下で
あるとき
(扶養親族等の数＋１) ×35万円＋24万円 … 扶養親族等がいる場合

*２) 半額免除の基準：前年の所得が､ その人の扶養親族等の有無および数に応じた以下の式で計算した額以下であるとき

� ＋ � ＋ 68万円

� 雑損控除額､ 医療費控除額､ 社会保険料控除額､ 小規模企業共済等掛金控除額､ 配偶者特別控除額に相当する額､ 肉用
牛の売却による事業所得にかかる控除額
ア) 障害者１人につき27万円 (特別障害者の場合40万円)､ イ) 老年者50万円､
ウ) 寡婦又は寡夫27万円 (特別寡婦の場合35万円)､ エ) 勤労学生27万

�ア) 老人控除対象配偶者または老人扶養親族1人につき48万円､ イ) 特定扶養親族 (16歳以上23歳未満の扶養親族) １人
につき63万円､ ウ) ア､ イに該当しない扶養親族等1人につき38万円｡

(出典) 『国民年金ハンドブック 平成15年度版』 社会保険研究所, 2003.3, pp.32-35. 及び社会保険庁 ｢国民年金の保険料半額免除
制度｣ ＜http://www.sia.go.jp/info/topics/nweek05.htm＞ (last access 2003.12.16.) により作成｡



が含まれ､ 2001 (平成13) 年度末時点で全納し

た人は納付者の81％(８) であるので､ 実際の保

険料納付はさらに低い｡ 同年度の納付率70.9％

から見ても､ 保険料収入は第１号被保険者と未

加入者の合計の半分程度からしか得られていな

い(９)｡

Ⅱ 国民年金の納付率低下の原因 －社会

保険庁の見解と実態－

急激な納付率の悪化原因に対する社会保険庁

の見解は､ 以下のとおりである(10)｡

① 免除制度改正による申請全額免除者数の

半減
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68万円

配偶者控除

38万円

配偶者特別控除
33万円本人分

35万円
扶養控除

38万円配偶者分
35万円

特定扶養親族扶養控除

63万円

子供分
35万円

子供分
35万円 社会保険料控除

45万円扶養親族等加算 24万円

全額免除 半額免除

(出典) 社会保険庁＜http://www.sia.go.jp/info/topics/nweek06.htm＞ (last access 2003.12.16.)

半額免除の判定ライン
所得額285万円

全額免除の判定ライン
所得額164万円

(老人控除対象配偶者
の場合は48万円)

(老人扶養親族の場合
は48万円)

図表６ 全額免除・半額免除の判定ラインの具体例

図表７ 平成13年度末における公的年金の加入状況

公的年金加入者
7017万人

第１号被保険者
2207万人

第２号被保険者
3676万人 第３号

被保険者
1133万人

未
納
者

免
除
者

保険料納付者
1356万人＊

厚生年金保険
3158万人

共済組合
518万人

＊原資料ではここだけ空欄のため､ {第１号被保険者2207万人－(未納者327万人＋
免除者376万人＋学生納付特例148万人)} で算出した｡

(出典) 社会保険庁 『平成14年度の国民年金の加入･納付状況』 2003.7, p.4.

376万人
327万人

第１号未加入者
63万人

学生納付特別者
148万人

7080万人

� 内閣府 ｢平成15年度年次経済財政報告 (経済財政政策担当大臣報告) ―改革なくして成長なしⅢ―｣ 2003.10.

＜http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je03/03-00000.html＞

� 仮に計算すると､ (保険料納付者1356人＋未納者327万人) ×納付率70.9％＝1193万人相当｡

� 社会保険庁 『国民年金納付実績と今後の収納対策』 2003.7.24. (第22回社会保障審議会年金部会 (2003.7.24.)

資料3-2＜http://www.mhlw.go.jp/shingi/2003/07/s0724-4.html＞)



② 事務移管に伴う事務の対応の遅れ

③ 厳しい経済情勢の下での収入の減少等保

険料負担能力の低下､ 高い離職率

これらの問題の背景について､ 以下に説明す

る｡

１ 国民年金被保険者の動向と免除制度の改定

(全額免除者半減)

第１号被保険者数自体は増え続けており､

2002 (平成14) 年度末現在で2237万人と前年度

より30万人増加した｡ 前回 (1999 (平成11) 年)

の公的年金の財政再計算結果において､ 第１号

被保険者は2000 (平成12) 年の1800万人から漸

減すると見られた(11) が､ 実際には1998 (平成

10) 年度に2000万人を突破し､ その後も増え続

けている (図表８)｡

2002 (平成14) 年度の納付対象者自体も1836

万人 (半額免除者を含む) と､ 前年度末より150

万人以上増加した｡ その分､ 納付対象月数 (納

付義務者が納付すべき月数) は12.6％増えた (図

表９) ものの､ 納付率が70.9％から62.8％へと

8.1％悪化した｡ 結局､ 増えた納付対象者が実

際の納付にはいたらず､ 保険料の納付月数はほ

ぼ横ばいである｡ このため､ 被保険者は前回財

政再計算結果より400万人も増えたにもかかわ

らず､ 保険料収入は１兆9538億円と､ 財政再計

算結果の２兆円(12) にわずかに及ばない｡

納付率悪化の最大の原因は､ 申請半額免除制

度の導入と併せて､ 申請全額免除が厳格化され

たことである｡ 2001 (平成13) 年度までは､ 特

例事由として､ 天災､ 失業､ その他の理由によ

り保険料の拠出が困難と認められる場合､ 全額
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図表８ 国民年金被保険者の動向 (年度末現在､ 単位:万人)

第 １ 号
被保険者
(任意加
入含む)

第 ２ 号
被保険者

第 ３ 号
被保険者

第１号被
保険者数

厚生年金
保 険
(旧農林
共済除く)

(再掲)
全 額
免 除 者

(再掲)
申請半額
免 除 者

(再掲)
学生納付
特 例 者

法 定
免 除 者

申請全額
免 除 者

平成10年度 2,043 2,011 400 90 310 3,826 3,296 1,182

平成11年度 2,118 2,088 443 93 350 3,775 3,248 1,169

平成12年度 2,154 2,125 370 96 274 135 3,742 3,219 1,153

平成13年度 2,207 2,177 376 99 277 148 3,676 3,158 1,133

平成14年度 2,237 2,206 246 103 144 34 154 (3,688) 3,170 1,124

注１ 平成14年度の第２号被保険者数の括弧内の数字は､ 共済組合の人数を平成13年度実績とした場合の暫定値である｡
注２ 平成14年度の厚生年金保険には65歳以上の在職老齢年金受給者を含む｡
(出典) 社会保険庁 『平成14年度の国民年金の加入･納付状況』 2003.7, p.1.

� ｢第4-5-4表 被保険者数の将来見通し｣ 『厚生年金･国民年金数理レポート 1999年財政再計算結果』 法研 2000.6,

p.149.

� ｢第4-7-4表 国民年金の財政見通し (国庫負担割合1/3)｣ 『厚生年金･国民年金数理レポート 1999年財政再計算

結果』 法研 2000.6, p.201.

図表９ 納付対象月数及び納付月数の推移 (万月)

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度

納付対象月数
18,271
( 2.5)

18,961
( 3.8)

18,904
(－0.3)

19,285
( 2.0)

21,712
( 12.6)

納 付 月 数
13,995
(－1.3)

14,118
( 0.9)

13,791
(－2.3)

13,673
(－0.9)

13,627
(－0.3)

注 納付対象月数及び納付月数の括弧内数値は､ 前年度比 (％)｡
(出典) 社会保険庁 『平成14年度の国民年金の加入･納付状況』 2003.7, p.2.



免除が認められていたが､ 2002 (平成14) 年度

より下線部を除いた天災・失業等に限定された｡

このため､ 特例で全額免除が認められた者は

120万人から14万人に激減し､ 申請全額免除者

総数は144万人 (前年度末比133万人減) とほぼ

半分になった｡ 新たに申請半額免除が認められ

た者も34万人にすぎない｡ およそ100万人が､

全額免除から全額納付義務に転じたことになる｡

｢前年度免除者で2002 (平成14) 年度免除に該

当しなかった者｣ の納付率は14.5％と極めて低

く､ 納付率悪化の要因の５割を占めると､ 社会

保険庁は見ている｡

｢今後増加が見込まれる保険料負担を公平に

求めていくため(13)｣ に行われた免除制度の見

直しが､ 保険料納付にはつながらず､ 納付率の

悪化の原因となったということである｡

２ 社会保険庁と国民年金 (事務移管に伴う事

務の対応の遅れ)

2002 (平成14) 年度より､ 地方分権一括法に

基き､ 市町村が国に代わって徴収していた国民

年金保険料を国が直接徴収するようになった｡

市町村は国民健康保険と併せて徴収事務を行う

ことができたが､ これに代わった社会保険事務

所は､ これまで主に事業所 (企業) を対象とし

ていた(14) ため､ 対策が間に合わず急激な納付

率の悪化の一因となった｡ 社会保険庁は ｢被保

険者から多くの照会が寄せられたこと､ 体制の

整備に時間がかかったことなどにより収納対策

の本格的実施が遅れたことや､ 市町村と関係の

深かった納付組織の利用停止により納付率が低

下している｣ と分析している(15)｡

全国3,300市町村で約１万人の職員が国民年

金業務 (第１号､ 第３号被保険者届出受理｡ 現年

度保険料徴収｡ 第２号被保険者以外の給付請求の受

理) を処理していたが､ その業務量の半分 (第

１号被保険者保険料徴収｡ 第３号被保険者届出｡ 第

３号被保険者の給付請求受理)(16) が全国312ヵ所

の社会保険事務所(17) に集約されることとなっ

たのである｡ ちなみに2002 (平成14) 年度の社

会保険庁職員総数は17,542人で､ そのうち国民

年金担当は5,850人である(18)｡ 以前の体制と比

べ､ 事務拠点は10分の１､ 職員数も半数程度で

ある｡

懸念された(19) とおり､ 事務移管後には社会

保険事務所の対応の悪さを指摘した新聞投書が

多くみられた｡ また､ 納付向上のための施策も

むしろ年金不信を助長したとの指摘もある｡

2002 (平成14) 年度より電話督促業務を都道府

県毎の入札で民間業者に委託したが､ 簡単な質

問にも答えられないために年金制度への不信を

助長したり､ 個人情報の扱いについて不安を抱

かせている(20)｡ なお､ 厚生年金制度での支給

ミス(21) も記憶に新しい｡
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� 社会保険庁 『平成14年度の国民年金の加入･納付状況』 2003.7, p.7.

� 社会保険庁は､ 厚生労働省の外局として置かれ､ 国民年金の他に政府管掌健康保険､ 船員保険､ 厚生年金保険

を担当している｡

� 社会保険庁 『国民年金納付実績と今後の収納対策』 2003.7.24, p.2.

� 国民年金第１号被保険者届出と第２号や第３号被保険者となったことのない第１号被保険者期間だけの者の給

付請求については､ 2002 (平成14) 年度以降も市町村が担当している｡

� 社会保険庁の実務機関は､ 年金業務の中心となる社会保険業務センター､ また､ 地方支分部局として各都道府

県単位に地方社会保険事務局 (47ヵ所)､ その出先機関として全国に社会保険事務所 (265ヵ所) がある｡ 地方社

会保険事務局は､ 社会保険庁の地方支分部局として新設され､ 社会保険事務所も兼ねる｡ 社会保険関係地方事務

官制度は廃止された｡

� 図表17参照｡

� ｢国民年金保険料 ４月から市町村窓口→社会保険事務所へ｣ 『東京新聞』 2002.2.14.ほか

� 『東京新聞』 2003.7.28夕刊.等｡



３ 雇用の流動化と企業の社会保障負担 (厚生

年金の縮小)

既述のとおり､ 国民年金の被保険者は増加し

た｡ 増加の背景にあるのが厳しい経済情勢と雇

用事情である｡ 2002 (平成14) 年度の第１号資

格取得者587万人のうち､ ４分の３が第２号と

第３号からの移行者である｡ これは､ それまで

厚生年金加入事業所の被用者であった者が､ 失

業したり(22)､ パートやアルバイト､ 零細企業

や自営業に転職したことなどを意味する(23)｡

このような第２号からの移行者は､ 納付率も

52.6％と半分程度にすぎない(24)｡

完全失業率は上昇の一途をたどり､ 2002 (平

成14) 年平均で5.4％､ 完全失業者数は359万人

に達した(25)(図表10)｡ 就業者数はほぼ横ばいだ

が､ 自営業主・家族従業者・正社員が減り続け､

非正規雇用 (パート･アルバイト､ 派遣労働者等)

だけが増え続けている｡ 2002 (平成14) 年平均

で1451万人､ 全就業者 (6330万人) の23.0％に

達した｡ 就業者の４人に１人は非正規雇用者と

いうことである｡
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図表10 労働力人口に占める自営業者と雇用者の割合 (単位 万人)

年 総人口

労 働 力 人 口
自営業者
比 率
(対就業
者比)

雇用者
比 率
(対就業
者比)

完 全
失業率
(対労働
力人口比)

総 数

就 業 者

完 全
失業者総 数 自営業者 雇用者自営業主

家 族
従業者

1991年 12,398 6,505 6,369 1,348 859 489 5,002 136 21.2％ 78.5％ 2.1％

1992年 12,431 6,578 6,436 1,299 843 456 5,119 142 20.2％ 79.5％ 2.2％

1993年 12,466 6,615 6,450 1,232 814 418 5,202 166 19.1％ 80.7％ 2.5％

1994年 12,492 6,645 6,453 1,203 796 407 5,236 192 18.6％ 81.1％ 2.9％

1995年 12,520 6,666 6,457 1,181 784 397 5,263 210 18.3％ 81.5％ 3.2％

1996年 12,544 6,711 6,486 1,147 765 382 5,322 225 17.7％ 82.1％ 3.4％

1997年 12,604 6,787 6,557 1,148 772 376 5,391 230 17.5％ 82.2％ 3.4％

1998年 12,639 6,793 6,514 1,128 761 367 5,368 279 17.3％ 82.4％ 4.1％

1999年 12,664 6,779 6,462 1,110 754 356 5,331 317 17.2％ 82.5％ 4.7％

2000年 12,688 6,766 6,446 1,071 731 340 5,356 320 16.6％ 83.1％ 4.7％

2001年 12,715 6,752 6,412 1,018 693 325 5,369 340 15.9％ 83.7％ 5.0％

2002年 12,740 6,689 6,330 1,975 670 305 5,331 359 15.4％ 84.2％ 5.4％

(出典) ｢労働力状態 (男女計) ｣ 『労働経済白書 平成15年版』 p.371.をもとに作成｡

� 2003(平成15)年６月に発覚した被扶養配偶者に対する加給年金の過払い (約7,200人に約24億円) と､ 振替加算

の未支給 (約36,000人に約300億円)｡ 社会保険庁 ｢厚生年金保険等の給付誤りについて (報道発表資料)｣ 2003.6.

27. ＜http://www.sia.go.jp/info/topics/topics16.htm＞； ｢厚生年金保険等の給付誤りについて (第二報)

(報道発表資料)｣ 2003.7.17.＜http://www.sia.go.jp/info/topics/topics22.htm＞

� 失業者は全額免除の特例事由に該当するが､ その周知のため社会保険庁は広報に力を注ぐとしている｡

� 第２号被保険者が第１号になると被扶養配偶者 (第３号) も第１号に加入しなければならない｡ 第３号からの

移行者の納付率は78.9％と高い｡ 第３号からの移行には､ 配偶者 (第２号) の年金受給者への移行による者も含

む｡

� 社会保険庁 『平成14年度の国民年金の加入･納付状況』 2003.7, p.5.

� 総務省統計局 ｢労働力調査｣ ＜http://www.stat.go.jp/data/roudou/index.htm＞ 以下の数値は､ 厚生労働

省 『労働経済白書 平成15年版』 2003.9, p.2, 136, 109, 参57.による｡ なお､ 生産年齢 (15歳以上65歳未満) 人

口は1995 (平成7) 年の8717万人がピークで､ 既に漸減し始めている｡



特に若年層の雇用が不安定 (フリーター､ 失

業者) である(26)｡ ｢非正規雇用に占める年齢別

内訳｣(27) を見ると､ 2002 (平成14) 年には15～

24歳層の非正規雇用 (非農林業) 比率は43.8％

であり､ 15～24歳層の ｢パート・アルバイトの

占める割合 (非農林業)｣ は37.9％に達した｡ 若

年層の２人に１人は非正規雇用､ ３人に１人は

パート・アルバイトである｡ 年齢階級別完全失

業率を見ると､ 15～19歳層は1998 (平成10) 年

に10％を越え､ 2002 (平成14) 年に12.8％に達

し､ 20～24歳層は2002 (平成14) 年に9.3％と､

全体の２倍近い(28)｡

一方､ 被用者年金である厚生年金も､ 加入事

業所や被保険者数の減少が加速している｡ 新規

企業の加入は進まず(29)､ 一部の企業の違法脱

退(30) についても指摘されており､ 空洞化が進

んでいるのは国民年金だけではない｡

厚生年金の加入事業所数と被保険者数は､ 旧

三共済組合 (JR､ NTT､ JT) が厚生年金に統

合された1997 (平成９) 年度をピークとし､ そ

の後減り続けている(31)｡ 1997 (平成９) 年度に

は加入事業所数170万ヵ所､ 被保険者数3347万

人であったが､ ４年後の2001 (平成13) 年度に

は165万ヵ所､ 3158万人 (189万人減) となった｡

前回 (1999 (平成11) 年) の公的年金の財政

再計算結果において､ 厚生年金被保険者数の将

来見通しは､ 2002 (平成14) 年度の3440万人を

ピークとし､ 2010 (平成22) 年度には3310万人

に減少すると推計されていた(32)｡ しかし､ 2002

(平成14) 年度において既に厚生年金被保険者

数は3170万人に激減しており(33)､ これは1999

(平成11) 年財政再計算では､ 2015 (平成27) 年

度の推計値に該当する｡ 15年かかると推計され

た被保険者数の減少が２年で現実化した､ とい

うことである｡

このような急激な厚生年金被保険者数の減少

をもたらした非正規雇用の増加は､ 社会保険料

負担の重さも一因となっている｡ 雇用形態によっ

て保険料負担が避けられることによって､ 非正

規雇用が促進されている側面は否定できない｡
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� 厚生労働省 『労働経済白書 平成15年版』 2003.9, p.14, 115. 国民生活白書も若年フリーターをテーマに取り上

げた｡ ｢平成15年版 国民生活白書 ～デフレと生活－若年フリーターの現在 (いま) ～｣ ＜http://www5.cao.go.

jp/seikatsu/whitepaper/h15/honbun/index.html＞

� 厚生労働省 『労働経済白書 平成15年版』 2003.9, p.115, 参59.

� 厚生労働省 『労働経済白書 平成15年版』 2003.9, p.376. なお､ 新規学卒の就職率も､ 大卒の場合は81.3％

(1991年) から56.9％ (2002年) に､ 短大卒の場合は87.0％ (1991年) から60.3％ (2002年) に低下している｡

(厚生労働省 『労働経済白書 平成15年版』 2003.9, p.115.)

� 負担が軽く､ 給付 (失業給付等) が身近な雇用保険だけに加入するケースが少なくない｡ 社会保険庁は､ 雇用

保険だけに加入している事業所 (従業員５人以上) 10万ヵ所を対象として､ 厚生年金適用漏れを洗い出す調査を

2003 (平成15) 年に開始し､ 強制適用を進めている｡ 適用条件が異なるのですべてが適用漏れではないが､ 適用

事業所数が雇用保険では200万 (2001 (平成13) 年度末) であるのに対し､ 厚生年金保険では165万にすぎない｡

(『東京新聞』 2003.6.24.)

� 会計検査院が､ 2000 (平成12) 年度に脱退した1,048事業所を追跡調査した結果では､ 約４分の１が事業を継続

していたという (｢シリーズ年金改革④ 深刻 厚生年金 ｢空洞化｣｣ 『読売新聞』 2003.3.25.)｡ 現在では､ 強制適

用事業所が解散を偽装して脱退するのを防ぐため､ 届出の際に､ 企業の解散･休業の証拠の書類を求めている｡

� 標準報酬月額の平均はやや上昇しており (1997 (平成９) 年度316,881円､ 2001 (平成13) 年度318,679円)､ 正

規社員の賃金水準は維持されている｡ 働き方の多様化は､ 被用者の二極化 (非正規雇用と正規雇用) にも現れて

いる｡

� ｢第4-5-4表 被保険者数の将来見通し｣ 『厚生年金･国民年金数理レポート 1999年財政再計算結果』 法研 2000.6,

p.149.

� 図表８参照｡



非正規雇用は賃金そのものの安さや雇用調整が

容易であることに加え､ 労働費用 (賃金・社会

保険料・教育訓練費他) や労務管理に関する費

用の点でも安価なのである｡ 社会保険 (年金･

医療・介護・労働) の保険料率は現在25％程度

である(34)(ほぼ労使折半)｡

社員との雇用契約を破棄し､ 代わりにひとり

ひとり個人事業主として契約しなおす建設会社

や､ 社員全員が自主退職してパートとして再雇

用されたスーパーについて報道されている(35)｡

短時間労働者への厚生年金適用の拡大方針に対

して､ 外食産業とスーパー業界がいち早く反対

したが､ それはこの二つの業界が非正規雇用に

多くを負い､ それによって雇用コスト削減を達

成しているために他ならない｡

しかしその一方で､ 日本経団連のアンケート

調査 (主要106社対象)(37) によれば､ 2002 (平成

14) 年度の従業員数は1995 (平成７) 年度に比

べて､ 106社計で63.8万人から53.9万人に16％

も減少したが､ 社員１人当たりの社会保障費負

担は年間76万円から94.8万円に25％も急増し､

社会保障費は総額4848億円から5109億円に増加

したという｡ 2000 (平成12) 年の介護保険創設

もあり､ 保険料率は被用者・雇用主それぞれ10

％を越えている｡ それが雇用に悪影響を及ぼし

て失業者や非正規雇用の増加につながり､ それ

によって国民年金第１号被保険者となった者の

保険料納付が滞るとすれば､ 悪循環と言う他な

い｡

Ⅲ 国民年金被保険者 (第１号被保険者)

とはどんな人たちか

１ 第１号被保険者の就業形態

改めて確認すると､ 国民年金第１号被保険者

とは､ 第２号や第３号ではない日本国内居住者

で20歳以上60歳未満 (70歳まで任意加入可能(38))

の者である｡ 被用者であっても､ パートやアルバ

イトはほとんど第２号被保険者になれない(39)｡

また正社員であっても､ 雇用主 (事業所) が厚

生年金に加入していなければ(40)､ 第１号被保

険者として国民年金に加入しなければならない｡

社会保険庁 ｢平成13年公的年金加入状況等調

査(41)｣ によれば､ 自営業者は24.1％にすぎず､

３年前よりもさらに３％低下した (図表11)｡

フルタイム雇用者とフルタイムでない雇用者を

合計すれば33.7％ (712万人) となり､ 第１号被

保険者の３人に１人が厚生年金を適用されない

被用者である｡ 雇用者 (4487万人) の６人に１

人が厚生年金を適用されず､ 第１号被保険者と

して国民年金に加入している､ ということであ

る｡ 非就業者も34.6％と全体の３分の１以上で､

その中に失業者や第１号被保険者の被扶養配偶

者が含まれる｡
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� 2003(平成15)年４月以降､ 総報酬制導入により､ わが国の社会保険の保険料率は以下のとおりとなった (労使

でほぼ折半)｡ 厚生年金13.58％､ 医療保険 (政管健保) 8.2％､ 介護保険 (40歳以上) 0.89％､ 雇用保険 (一般の

事業) 1.75％､ 労災保険 (事業の種類により) 0.54～1.32％｡ さらに､ 児童手当事業主拠出率は0.09％である｡

� ｢年金を問う 第1部 墜ちた信頼�｣ 『日本経済新聞』 2003.10.16. 事業所としては厚生年金に加入しているが､

従業員はだれも加入していない企業のことを ｢ゼロ事業所｣ という｡ (｢避けるな消費税論議� 年金財源確保に

不可欠｣ 『読売新聞』 2003.9.12.) なお､ 第２号から第１号被保険者となった被用者本人も､ たいていの場合､ 保

険料が下がる｡

� 日本チェーンストア協会会長 ｢短時間労働者への厚生年金の適用拡大に対する反対意見について (2003.5.22.)｣

『賃金と社会保障』 no.1354, 2003.9下旬号, p.30. 短時間労働者への厚生年金等適用拡大反対協議会 ｢短時間労働

者への厚生年金等適用拡大反対に関する要望｣ 2003.8.27. ＜http://www.jcsa.gr.jp/jca/new-kyogikairirisu1.p

df＞ ｢パート年金拡大反対｣ 『朝日新聞』 2003.9.10.

� 『毎日新聞』 2003.9.14.による｡

� 1955 (昭和30) 年４月１日以前生まれの者は､ 受給資格期間を満たすまで､ 任意加入が可能である｡
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図表11 就業形態別公的年金加入状況 (単位：千人)

総 数 加入者 非加入者第 １ 号
被保険者

第 ２ 号
被保険者

第 ３ 号
被保険者

第 １ 号
未加入者

第 ３ 号
届出遅者

その他の
非加入者厚生年金 共済組合

総 数 69,831 68,262 21,186 35,647 30,586 5,061 11,428 1,569 635 12 922

就業者 53,938 53,039 13,850 35,069 30,121 4,948 4,120 899 399 2 498

自 営 5,775 5,493 5,111 172 172 0 210 283 169 1 113

フルタイム雇用者 39,844 39,606 4,451 34,897 29,949 4,948 258 238 96 0 142

フルタイムでない雇用者 5,459 5,262 2,674 0 0 0 2,588 197 69 1 128

その他 (アルバイト) 2,859 2,678 1,614 0 0 0 1,065 181 65 1 115

(再) 登録派遣社員 828 796 289 352 352 0 156 32 10 1 21

非就業者･不祥 15,893 15,223 7,337 579 465 114 7,308 670 235 10 424

注) 20歳以上60歳未満の者にかかる状況である｡
自 営：個人経営の商店主･工場主･農業主などの事業主や開業医･弁護士･著述家･行商従事者など｡ 家族従事者を含む｡
その他 (アルバイト)：自営､ 雇用者以外の就業者｡ (例：学生の家庭教師等のアルバイト､ 内職等)

(出典) ｢平成13年公的年金加入状況等調査結果の概要 (上)｣ 『年金実務』 no.1556, 2003.9.1, p.44. グラフは上記をもとに作成｡

� 短時間労働者への厚生年金の適用拡大は､ 雇用と年金に関する研究会報告 ｢多様な働き方に対応できる中立的

な年金制度を目指して｣ 2003.3. ＜http://www.mhlw.go.jp/shingi/2003/03/s0312-2a1.html＞ で提言され､

社会保障審議会年金部会 ｢年金制度改正に関する意見｣ 2003.9.12. ＜http://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/09

/h0912-5.html＞にも盛り込まれた｡ 従来､ 第２号被保険者(厚生年金適用)になるには労働時間が正社員の４分

の３以上とされていたのを､ 雇用保険の適用基準を考慮し､ 週20時間程度までに引き下げるとの考えである｡ 労

働時間の要件を満たさなくても､ 年間賃金65万円以上の場合も適用すべきとの意見も出されたが､ ｢収入をつか

むのが難しいため断念｣(『日本経済新聞』 2003.11.2.)し､ 2004年年金改革に向けた厚生労働省案 ｢持続可能な安

心できる年金制度の構築に向けて｣ 2003.11.17. ＜http://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/11/h1117-1a.html＞

では､ 労働時間20時間以上の者への適用のみが提案された｡

� 厚生年金に強制的に加入しなければならない事業体は､ 法人事業所､ 従業員5人以上の個人事業所である｡ 強

制加入しなくてもいい任意適用業種とは､ 飲食店､ 公衆浴場､ 旅館､ 理容・美容などサービス業､ クリーニング

業､ 農林漁業､ 弁護士業など､ である｡ 任意適用業種でも､ 従業員の1/2以上の同意を得て､ 都道府県知事の認

可を得ると､ 厚生年金に加入できる｡

� 結果概要は､ 『年金実務』 no.1556,2003.9.1, no.1557,2003.9.8, no.1558,2003.9.15.に掲載｡
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社会保険庁も ｢経済の低迷や就業形態の多様

化の中で､ 離職等により､ 第２号被保険者から

第１号被保険者となる者が多くなっている｣(42)

と認識している｡ しかし､ 厚生労働省の社会保

障審議会年金部会では､ この問題について個々

の委員から意見は出されたものの､ 全体として

は国民年金制度を自営業者グループの制度と位

置づけ､ 納付率向上のための対策を検討するに

留まった(43)｡

２ 第１号被保険者の所得捕捉

国民年金制度は､ 自営業者のための制度とし

て設立された｡ 自営業者は所得捕捉が難しく､

また定年がなく本人次第で働き続けられるため､

被用者年金のような従前所得保障(44) は重視す

べきではないと考えられた｡ このため､ 被用者

年金 (厚生年金､ 共済年金) のように所得に対

する定率で保険料を決め､ それに応じた給付を

行うのではなく､ 定額保険料(45) で定額給付を

行うのがふさわしいと判断された｡ 現在も､ 自

営業者の所得捕捉は難しいため､ 定額保険料で

あることが適切であるとの見解が､ 何度か厚生

労働省から出されている｡

しかし､ 上述のとおり､ 現在の国民年金加入

者 (第１号被保険者) は､ 被用者年金保険の適

用を受けない被用者 (厚生年金未加入事業所の被

用者､ パート､ アルバイト等) のほうが､ 自営業

者よりも多い｡ また所得捕捉については､ 被用

者であれ､ 自営業者であれ､ 国税庁が所得捕捉

を行って､ 所得税を課しており､ それに基き住

民税などの地方税や国民健康保険の保険料 (保

険税) が決定されている｡ 保険料免除制度の適

用に際しても前年度所得を基準にしているのだ

から､ 所得捕捉を全く行っていないわけではな

い｡

国民年金第１号被保険者に相当する自営業者

等の申告所得に関する国税庁による報告(46) に

よれば､ 2001 (平成13) 年の申告所得税納税者

は703万人で､ その29.3％が事業所得者 (営業

等所得者と農業等所得者) である｡ そのうち半数

近くが300万円を超える所得を申告しており､

２割近くが500万円以上である(47)(図表12)｡ な

お､ 第１号の自営業には､ 営業等所得者だけで

はなく､ フリーランスなども含まれると考えら

れるので､ その他所得者(48) も考慮すべきであ

ろう｡
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� 社会保険庁 ｢平成14年度の国民年金の加入･納付状況｣ 2003.7, p.5.

� 社会保障審議会年金部会では､ ｢納付者と未納者の比較に関する資料｣ (第２回､ 2002.3.19.)､ ｢サラリーマン

グループと自営業者グループの間で異なる取扱いとされていることについて､ どう考えるか｣ (第６回､ 2002.7.2)､

｢国民年金の未加入・未納対策｣ (第８回､ 2002.9.10.) ｢国民年金の収納状況・対策について｣ (第22回､ 2003.7.

24.) で取り上げられた｡ 社会保障審議会年金部会 ｢年金制度改正に関する意見｣ 2003.9.12.も参照｡

� 従前所得保障とは､ 現役時代の所得の喪失を補填する所得保障をいう｡ ILO ｢社会保障の最低基準に関する条

約｣ (第102号､ わが国は1976 (昭和51) 年批准) では､ 老齢給付の基準は ｢年金受給資格年齢の妻を有する男子｣

の場合､ 従前所得の40％としている｡ なお､ 45％としている ILO ｢障害､ 老齢及び遺族給付に関する条約｣ (第

128号) を､ わが国は批准していない｡

� 社会保険制度で定額保険料を課すのは､ わが国では国民年金だけである｡ 国民健康保険は､ 所得や資産､ 世帯

員数に応じて保険料 (保険税) が決定される (自治体によって算定方式が異なる)｡ 介護保険料も第１号被保険

者 (65歳以上) の場合､ 世帯所得によって通常５段階の保険料が設定される｡ 諸外国でも､ 社会保険制度の場合､

保険料は所得に一定の保険料率 (fixed rate) を掛けて決定される｡ なお､ イギリスのベバリッジ報告は､ 均一

拠出 (定額保険料) に基く均一給付によって最低生活を保障すること (ナショナル・ミニマム) を構想したが､

均一拠出では財政的に挫折した｡ 現在のイギリス国民保険 (包括的な所得保障制度) は一定保険料率 (被用者と

自営業者等の区別あり) による所得比例拠出によって運営されている｡

� 国税庁長官官房企画課 『平成13年分 税務統計から見た申告所得税の実態』 2003.3.

� 年収1500万円以上の自営業主は15万人にのぼる｡ (『労働経済白書 平成15年版』 p.110.)



なお､ ｢平成13年公的年金加入状況等調査｣(49)

では､ 世帯が単身か夫婦か､ またそれぞれが

第１号､ 第２号､ 第３号のどの被保険者かによっ

て､ 世帯所得がどのような分布となるかを調査

している｡ それぞれ世帯所得の中位は低い順に､

①単身第１号 (第１号被保険者の単身世帯｡ 以下､

同様)､ ②単身第２号､ ③夫第１号･妻第１号､

④ 夫第２号･妻第３号､ ⑤ 夫第２号･妻第２号

となる｡ 単身第１号世帯の60％が100～300万円

に集中し､ 単身第２号の40％が300～500万円に

集まっているのに対し､ 夫婦世帯は100～300万

円から､ 1500万円以上と幅広く分布している

(図表13)｡ なお､ 夫第１号・妻第１号より夫第

２号・妻第３号の世帯所得のほうが高いほうに

分布している｡

３ 第１号被保険者間及び第２号被保険者との

負担格差 (基礎年金拠出金)

確かに､ 所得捕捉の業種間格差 (いわゆる

｢クロヨン｣) については広く認められ､ 1997

(平成９) 年の捕捉率について､ 給与所得は99.9

％であるのに対し､ 事業所得は76.7％､ 農業所

得は29.6％にすぎないという推計もある(50)｡ し

かし､ 第１号被保険者の13,300円という現在の

定額保険料は､ 厚生年金であれば標準報酬月額

98,000円の保険料 (労使負担) に相当する額で

ある｡ これは標準報酬月額等級の第１級で､ 年

収約120万円以下の者の保険料である(51)｡ この

ような所得の多寡によらない定額保険料が逆進

的であることについては繰り返し指摘されてお

り(52)､ 社会保障制度の役割の一つである所得

再分配効果を損ねている｡

また､ ｢基礎年金の費用負担をめぐる制度間

の違い｣ が世代内格差の一つとして､ 2003 (平

成15) 年10月発表の 『平成15年度年次経済財政

報告』 において指摘された(53)｡ 基礎年金の給

付については､ 基礎年金勘定への基礎年金拠出

金の納付と基礎年金勘定からの交付金によって
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図表12 所得階級別納税者数の構成割合

(出典) 国税庁長官官房企画課 『平成13年分税務統計から見た申告所得税の実態』 2003.3, p.13.
国税庁 ｢統計情報/平成13年度 直接税 (申告所得税標本調査結果)｣
＜http://www.nta.go.jp/category/toukei/tokei/menu/hyouhon/h13/03.htm＞

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (％)

9.3 24.5 25.0 25.8 10.9 4.6

3.4 19.1 24.6 33.1 18.0 1.9

3.7 18.8 19.6 20.8 22.3 14.8

5.2 20.3 21.2 22.4 19.1 11.8

営業等所得者

農業所得者

その他所得者

合 計

100万円以下
500万円超
1,000万円以下 1,000万円超

100万円超
200万円以下

200万円超
300万円以下

300万円超
500万円以下

� 一般に被用者は源泉徴収によって納税額が定まるため所得申告の必要はないが､ 給与の年間収入金額が2000万

円を超える者や20万円以上の所得が別にある者､ 各種控除の必要が生じた者は所得申告を行うため､ その他所得

者には被用者も含まれる｡

� ｢平成13年度公的年金加入状況等調査結果の概要 (上)｣ 『年金実務』 no.1556, 2003.9.1, p.42.

� 大平哲男 ｢業種間格差 (クロヨン) の実証分析｣ 『関西学院経済学研究』 no.30, 1999, p.270.

� 厚生年金の場合､ 年金受給時に､ 国民年金相当額の定額部分に報酬比例部分が上乗せされる｡

� 社会保障審議会年金部会での審議過程においても､ 国民年金の定額保険料・定額給付の方式の逆進性が指摘さ

れた｡



国民年金と被用者年金の財政を調整しているが､

基礎年金制度発足以来､ 厚生年金や共済年金は

｢基礎年金拠出金｣ のほうが ｢基礎年金給付｣

を大幅に上回っており､ 国民年金への財政援助

的な性格が認められるというものである｡

基礎年金の給付に要する費用については､ 国

民年金の被保険者全体 (第１号､ 第２号､ 第３号)

で公平に負担するため､ 毎年度の基礎年金の給

付に要する費用をその年度における被保険者の

総数で頭割りして負担することとされている(54)｡

具体的には､ 各制度の被保険者数 (第３号被

保険者は配偶者の加入する保険制度の被保険者とし

て数える) を､ 国民年金被保険者総数 (免除者・

未納者を含まない第１号納付者数と第２号被保険者､

第３号被保険者の合計) で除して拠出金按分率

を定め､ 基礎年金の給付に要する費用 (当年度

の基礎年金の給付に要する費用から国庫負担金を除

いた額) にこれを乗じて基礎年金拠出金の額と

する､ というものである｡
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注１) 所得額不詳の者を除く｡
２) 単身世帯では20～59歳の単身者にかかる状況であり､ 夫婦がいる世帯では夫が20～59歳の世
帯にかかる状況である｡

(参考) 世帯所得の中位

単身第１号 単身第２号
夫第１号
妻第１号

夫第２号
妻第２号

夫第２号
妻第３号

中位 (万円) 162 400 524 935 722

注) ｢中位｣ とは､ 世帯所得がこの金額以下になる者の割合が50％となる金額をいう｡

(出典) 『年金実務』 no.1556, 2003.9.1, p.42.

図表13 世帯の所得額階級別の状況 (20～59歳)

＜厚生年金保険の基礎年金拠出金算定式＞

(基礎年金の給付に要する費用
注１)

) ×
(厚生年金保険の被保険者総数) ＋ (左の被扶養配偶者総数)

(国民年金被保険者総数) 注２)

注１) 国庫負担を除く

注２) 第１号は納付者のみ､ 第２号と第３号は20歳以上60歳未満に限る｡



このように第２号､ 第３号は被保険者が算定

対象だが､ 第１号は納付者だけである｡ 算定対

象者の違いから､ 国民年金の空洞化が進めば進

むほど被用者年金の拠出の比重が高くなること

になる｡

日本経団連は､ 基礎年金拠出金の算定につい

て､ 国民年金の対象者を被用者年金同様に被保

険者数に変更した場合の試算を行っている(55)｡

基礎年金の給付に要する費用を国民年金被保険

者総数で除すると､ 拠出金単価は16,232円とな

り､ 現行の19,149円より2,917円安くなる｡ ま

た､ 基礎年金拠出金に相当する保険料率を計算

すると､ 厚生年金保険料 (保険料率17.35％(56))

のうち4.90％が､ 基礎年金に充当されているこ

とになるという｡ 『平成15年度年次経済財政報

告』 も2001 (平成13) 年度の拠出金単価を20,149

円としており(57)､ 国民年金の保険料13,300円よ

りかなり重い負担を負っていることになる｡

Ⅳ 収納対策､ 費用及びその効果

１ 社会保険庁の国民年金保険料収納対策

2002 (平成14) 年度から保険料収納事務が国

に移管されたことを契機として､ 社会保険庁は､

地方社会保険事務局及び社会保険事務所の体制

を強化した｡ 新体制のもと､ 2002 (平成14) 年

度に実施した国民年金保険料収納対策は図表14

のとおりである(58)｡

さらに､ 2003 (平成15) 年度以降には､ 以下

の収納強化策を実施する｡

１. 国民年金特別対策本部の設置と目標設定

� 国民年金特別対策本部(59) を本省と地方社

会保険事務局 (都道府県) に設置

� 中長期的な目標 (今後５年間で納付率80％)

を設定し､ 収納体制の整備 (国民年金推進員

を３年で倍増等)､ 社会保険事務所ごとの実績

管理､ 計画的対策を不退転の決意で徹底実施｡

国民の年金制度に対する信頼を回復

� 納付率低調地域への重点的な指導､ 支援実

施

２. 要因分析を踏まえた新たな個別収納対策の

実施

� 保険料免除制度の見直しの検討と制度周知

(免除制度の見直しの検討､ 多段階免除制度の創

設､ 免除制度の周知徹底)

� 納付しやすい環境づくり (コンビニ収納､

口座振替促進､ 納付状況の本人宛て通知)

� 地域に根ざした収納活動の強化 (収納事務

の国移管により､ 市町村の納付組織が収納活動を

停止したことが､ 特に町村部の納付率低下の要因｡

地域の特性に応じたネットワーク､ 納付協力組織

等を活用｡ 小学校区に複数の国民年金委員設置､

民間有識者に委嘱)

３. 保険料納付意識の徹底

� 強制徴収の実施 (十分な所得や資産のある滞

納者に対して､ 強制徴収を実施)
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� ｢第３節 高齢化・人口減少に対応した公的部門の構築 ３公的年金制度の改革 基礎年金の費用負担をめぐ

る制度間の違い｣ 『平成15年度年次経済財政報告 (経済財政政策担当大臣報告) ―改革なくして成長なしⅢ―｣

内閣府2003.10. pp.232-235.

� 社会保険庁 『事業年報 (総括編) 平成13年度』 2003.3, pp.58-62.

� 日本経済団体連合会 ｢公的年金制度改革に関する基本的考え方｣ 2002.10.7.の補論２. ｢基礎年金拠出金制度に

おける財政調整について｣ ＜http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2002/058/horon.html＞

� 2000 (平成12) 年度の推計なので､ 総報酬制度導入以前の保険料率である｡

� ｢第3-3-14表 基礎年金拠出金制度の概念図｣ 『平成15年度年次経済財政報告｣ 内閣府2003.10.＜http://www5.c

ao.go.jp/j-j/wp/wp-je03/03-3-3-14z.html＞

	 社会保険庁 『国民年金納付実績と今後の収納対策』 2003.7.24.


 厚生労働大臣を本部長､ 事務次官､ 厚生労働審議官､ 社会保険庁長官を副本部長とする｡ (日本国民年金協会

｢国民年金特別対策本部を設置｣ 2003.8.4. ＜http://www.nenkin.or.jp/data/c00/c100_39.html＞)



� 制度的対応の検討 (所得情報等確保のための

法的整備､ 未納者に対する社会保険料控除の手続

きの見直し等)

� 年金広報及び年金教育の実施強化

なお､ 社会保険庁の2003 (平成15) 年度事業

計画重点事項においては､ 電子政府化に合わせ

て､ 各種社会保険の申請・届出等の事務処理の

電子化がうたわれている｡

・磁気媒体 (FD) による届出の普及･励行､ イ

ンターネットによる手続き導入

・インターネットによる社会保険 (厚生年金・

医療保険) と労働保険 (雇用保険・労災保険)

の各種届出の一括受付実施

・各社会保険事務所に ｢社会保険･労働保険徴

収事務センター (仮称)｣ を設置し､ 保険料

の徴収事務を一元的に処理する｡

以上は､ 主に企業 (事業主) 向けの施策であ

るが､ このように業務効率化・合理化を進める

ことによって､ 職員を保険料徴収や年金相談､

事業主説明など､ 対人サービスの業務にシフト

させることを目指している｡ また､ 社会保険と

労働保険の一元的な処理によって､ 厚生年金へ

の未加入､ 違法脱退対策が有効に行われると思

われる｡

国民年金保険料納付の効率化に向けた具体策

としては､ 2004 (平成16) 年２月からコンビニ

エンスストアでの保険料納付 (後述) を､ 同４

月にはインターネットバンキングを通じた保険

料納付を可能にする予定である｡

さらに､ 2003 (平成15) 年度中に強制徴収を

行うことも決定された(60)｡ 対象者として､ 2002

(平成14) 年度分の保険料が全期間未納となっ

ている者で､ かつ､ 相当程度の所得や資産があ

り､ 度重なる納付督励によっても年金制度に対

する理解が得られない者を選定するとしている｡

戸別訪問による納付督励を行っても期限 (2004

(平成16) 年２月27日) までに納付がなく､ 再度

の戸別訪問による徴収にも応じない者で､ 適当
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図表14 2002(平成14)年度の収納対策

１. 未納者に対する対策 � 未納保険料納付勧奨通知書
(催促状) の送付

・１ヵ月でも未納となった者に対し､ 年６回､ 延べ2830万件の
納付督励を実施

� 電話による保険料の納付督励 ・�で効果のない未納者に対し､ 延べ330万件の納付督励を実施

� 戸別訪問による保険料の納付
督励､ 収納

・�や�で効果のない未納者に対し､ 社会保険事務所職員及び
国民年金推進員 (1,858人) が､ 延べ730万件の戸別訪問を行
い､ 納付督励及び保険料収納を実施

� 集合徴収窓口の拡大 ・市町村との連携を図り､ 役場､ スーパーなどで納付相談等の
窓口を6,400回開設

２. 年金広報の充実及び
年金教育の推進

� 年金広報の充実 ・年金週間 (11月６日～12日) を中心に各社会保険事務所が､
地域密着の広報を実施
・ポスターの駅貼り､ 電車の中吊り､ 若者向け情報誌への広告
掲載､ インターネットでの広報

� 年金教育の推進 ・年金制度の副読本などを使用し､ 5,929校の中学･高校の教員､
3,017校の生徒を対象に年金セミナーを実施

３. 納付が困難な者に対
する対策

○免除制度及び学生納付特例制度
等の周知

・免除基準の見直し及び半額免除制度の創設について､ 納付書
へのチラシの同封やダイレクトメールの送付などで周知
・学生納付特例制度の対象校に制度の案内を実施し､ 一部の大
学では相談窓口を設置し､ 制度の周知や申請書の受付を実施

４. 納付しやすい環境づ
くり

○口座振替の利用を勧奨 ・年度当初に集中的に勧奨を行い､ 利用者は前年度比22万人増
加､ 647万人となったが､ 被保険者数の増加により口座振替率
は35.2％ (前年度比1.9％低下)

(出典) 社会保険庁 『国民年金納付実績と今後の収納対策』 2003.7.24, pp.3-4. をもとに作成｡

� ｢通牒 平成15年度における国民年金保険料の強制徴収の取扱いについて (庁保険発第1015001号)｣ 『年金実務』

no.1567, 2003.11.17, pp.39-37.



であると認められる者に対して差し押さえ予告

通知書を発効し､ 国税滞納処分の例により処分

を行う｡

２ 保険料免除制度の多段階化 (2004年年金改

革案)

社会保険庁が､ 今後の収納強化策として ｢多

段階免除制度の創設｣ をうたっていることにつ

いては既に述べた｡ 社会保障審議会年金部会報

告書 ｢年金制度改正に関する意見｣ では､ 国民

年金保険料の徴収について ｢現実に負担能力が

ない又は低い者については､ … (中略) …､ 負

担能力に応じたよりきめ細かい対応が可能とな

るよう､ 免除の仕組みを更に見直すことが必要｣

とされた｡ これらを受けて､ 2003 (平成15) 年11

月17日に公表された厚生労働省の年金改革案(61)

においては､ ｢国民年金保険料の徴収対策の強

化｣ として､

・所得水準に応じた多段階免除制度の導入

・若年世代に多い単身世帯などを中心とした免

除基準の見直し

・失業や就職困難な若年者について､ 親などの

世帯主の所得にかかわらず一定期間保険料納

付を猶予する仕組みの創設

といった案(62) が提示された｡ 11月20日開催の

自民党年金制度調査会などでその具体策として､

① 免除制度を多段階化し､ 半額以外に４分の

１と４分の３を増やす､ ② 収入のある親と同

居している低所得 (通常の免除基準以下の収入)

の者の保険料納付を10年間猶予する､ 等が報告

された(63)｡

①は国庫負担を２分の１に引上げることを前

提にして､ 保険料納付義務期間の40年間全てに

渡って全額免除を受けた人は満額の半分 (国庫

負担分相当) を受給し､ ４分の３免除の場合は

８分の５､ 半額免除の場合は４分の３､ ４分の

１免除の場合は８分の５を受給するというもの

である｡ ②は､ 現在､ 大きな社会問題となって

いる若年失業者やフリーター対策である｡ 国民

年金制度においては､ 世帯主の納付義務､ 配偶

者間の納付義務が明記されており (国民年金法

第88条)､ これによって本人に所得のない場合

でも､ 従来の免除制度には該当せず､ 往々にし

て保険料未納となってしまう｡ このため､ 10年

間の追納を認める保険料納付の猶予を認める制

度を導入するというものである｡ この期間はカ

ラ期間として扱われ､ 受給資格期間には算入さ

れるが､ 免除制度のように国庫負担分相当の受

給権は発生しない｡ 学生免除特例に類似した制

度で､ 10年間の時限措置として導入される予定

である｡

３ 他の保険料・税の徴収率

国民年金の被保険者は概ね､ 医療保険として

は国民健康保険か政府管掌健康保険に加入して

いる｡ 国民年金同様､ 厳しい経済情勢と雇用事

情の変化による失業者や非正規雇用者の増加に

よって､ 国民健康保険加入者も増加しており､

2001 (平成13) 年度には加入世帯数は2283万世

帯､ 被保険者数は4477万人に上った(64)｡ 2001

(平成13) 年度までは国民年金の保険料も市町

村に納付していたので､ 市町村が保険者である

国民健康保険の保険税・保険料収納の実態は参

考になると思われる(65)｡

国民健康保険税 (料) は､ 各世帯の所得や資

産､ 世帯内の被保険者数等によって保険税 (料)
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� 厚生労働省 ｢持続可能な安心できる年金制度の構築に向けて (厚生労働省案)｣ 2003.11.17.

� その他は､ ・口座振替割引制度の導入､ ・効果的な保険料徴収のために必要となる所得情報等の収集のための

法的整備の検討､ である｡

� ｢国民年金 保険料減免4段階に 厚労省が未納対策｣ 『日本経済新聞』 2003.11.21.

� 総務省自治税務局市町村税課 ｢平成13年度 国民健康保険税 (料) の現状｣ 『国民健康保険』 vol.54.no.7, 2003.

7, pp.8-21.



が決まる(66)｡ 国民年金のように定額保険料で

はないが､ 単に所得比例で額が決まるわけでは

ないため､ やはり厳しい経済情勢と雇用事情の

変化によって国民健康保険に加入した低所得世

帯は保険税 (料) 滞納を余儀なくされる可能性

が高い｡

事実､ 収納率では2001 (平成13) 年度で90％

以上を維持しているものの (図表15)､ 滞納世

帯数の割合は2001 (平成13) 年で17.7％ (納付

世帯が82.3％)(67)､ 2002 (平成14) 年で18.0％(68)､

2003 (平成15) 年で19.2％ (滞納世帯数は約455

万世帯) である(69)｡ 厚生労働省等は､ 解雇で企

業の健康保険組合から国保に移る人が増え､ 前

年度所得で決まる保険料を支払えないケースが

多いことや､ フリーターの若者の納付意識が低

いことを､ 滞納原因とみている｡ 中小企業の被

用者向けの健康保険である政府管掌健康保険の

収納率も､ 1995 (平成７) 年度の98.2％から

2001 (平成13) 年度の96.9％に低下した (図表

16)｡

４ 他の保険料･税の徴収対策

徴収率向上は､ 社会保険・税に共通する課題

である｡ これに対する方法の一つは収納簡便化

であり､ もう一つは徴収強化である｡

収納の簡便化については､ コンビニ収納に代

表される公金収納の私人 (民間) 委託が効果的

とされる｡ 保険料・税の徴収については､ 地方

自治法第243条により ｢普通地方公共団体は､

法律又はこれに基づく政令に特別の定めがある

場合を除くほか､ 公金の徴収若しくは収納又は

支出の権限を私人に委託し､ 又は私人をして行

わせてはならない｣ と規定され､ 原則的には市

町村の窓口や金融機関等に限定されていた(71)｡

地方税については､ 地方自治法施行令の改正

(地方税法施行令等の一部を改正する政令 (平成15

年政令第128号) 第２条による｡) によって､ 収納

事務の民間委託が2003 (平成15) 年４月より

認められ､ これによってコンビニ収納が実現し

た(72)｡ 国民健康保険についても､ 国民健康保
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� 国民健康保険も､ 特に大都市の収納率が非常に悪く､ 2001 (平成13) 年度の収納率は､ 政令指定都市及び東京

都特別区は88.07％であった｡ 国民健康保険中央会は ｢国民健康保険料 (税) 滞納問題に関する研究会｣ を設置し､

『国民健康保険料 (税) 収納率向上のための提言』 2001.12.を発表している｡

� 各保険者 (自治体) によって保険料 (税) 算定方式は異なる｡

� 厚生労働省調べ ｢滞納世帯数の推移｣ 『国民健康保険』 vol.53. no.2, 2003.2, pp.16-17.

� ｢国保保険料の滞納世帯の急増と制裁措置｣ 『賃金と社会保障』 no.1339, 2003.2上旬, p.73.

� ｢国保､ 最悪19.2％｣ 『朝日新聞』 2003.10.31., 他｡

� 社会保険庁 『事業年報 平成13年度』 p.78.
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図表15 国民健康保険と国民年金の納付率

(出典) ｢年度別保険税 (料) 現年分収納率 (市町村)｣ 『国民
健康保険の実態 平成14年度版』 国民健康保険中央会,
p.概13.と図表18等をもとに作成｡

年度

図表16 保険料・税の徴収率 (％)

国民年金 国民健康保険 政府管掌健康保険 厚生年金 都道府県税 市町村税

1995(平成７)年度 84.5 93.3 98.2 98.7 － －

2001(平成13)年度 70.9 90.9 96.9 97.6 95.6 92.0

＊社会保険庁 『事業年報』､ ｢徴収率の引き上げを｣ 『税務経理』 no.8437, 2003.10.24, p.11. をもとに作成｡



険税として徴収する自治体では地方税と同様の

扱いとなる｡ 一方､ 国民健康保険料として徴収

する自治体については､ 国民健康保険法の改正

(健康保険法等の一部を改正する法律 (平成14年法

律第102号)) によって私人委託が認められるよ

うになった (国民健康保険法第80条の２)｡ 帯広

市､ 杉並区､ 足立区､ 川崎市､ 横浜市及び神戸

市が先行自治体として厚生労働省に指定され､

コンビニ納付制度が既に導入された(73)｡

もう一つの徴収強化策についても､ 特に徴収

率の低い都市部で工夫がこらされている｡

国民健康保険の徴収強化策(74) として､ 千葉

市では ｢国民健康保険料特別徴収員｣ 制度を

2003 (平成15) 年11月に発足させた｡ 50歳から

60歳前後の企業の定年退職者等を市の非常勤と

して採用し､ 基本給以外に成果報酬 (徴収額の

６％､ 未納分の追納なら９％) を支給する制度で､

収納率を88％ (2002 (平成14) 年度) から90％

に引上げることを目指している｡ 足立区では

｢自動電話催告システム｣ を導入し､ ６人の非

常勤オペレーターが地方税と国保保険料の納付

を促している｡ 2002 (平成14) 年に同様のシス

テムを導入した東京都稲城市では､ 前年度より

1.2％収納率が上昇した｡ 荒川区は住民税及び

国保保険料を滞納している者に､ 私立幼稚園通

園や外国人学校通学の助成金等を保留する措置

を始めた(75)｡

地方税の徴収についても､ さまざまな取組が

行われている(76)｡ １万人以上のブラジル人市

民を擁する静岡県浜松市では､ 日系ブラジル人

を臨時職員に採用した｡ 同市在住の外国人は約

22,000人 (人口の３％) で､ 市税の累積滞納額

のうち外国人によるものが５％以上を占めてい

るためである｡ 神奈川県大和市では､ スペイン

語など４カ国語に堪能なペルー人を嘱託に採用

している｡ 1995 (平成７) 年度に徴収率90.4％

だった東京都では､ ｢滞納整理を職員が抱え込

み､ 組織として動いていなかった｣ との反省に

基き､ 張り込みや捜索､ 差し押さえなど強硬手

段に訴える体制を整え､ 2001 (平成13) 年度に

は徴収率96％､ 税収増2000億円を達成した(77)｡

茨城県下全市町村は､ 滞納税一括回収のための

組織として ｢茨城租税債権管理機構｣ を設立し

た｡ 2003 (平成15) 年10月31日には､ 東京都主

催で地方税滞納整理に関する全国会議 ｢徴収サ

ミット｣ が開催された｡

国税の滞納対策では､ 2002 (平成14) 年度に､

国税庁が東京と大阪に ｢集中電話催告システム｣
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� 水道料金については､ 地方公営企業法第33条の２で ｢管理者は､ 地方公営企業の業務に係る公金の徴収又は収

納の事務については､ 収入の確保及び住民の便益の増進に寄与すると認める場合に限り､ 政令で定めるところに

より､ 私人に委託することができる｣ とされ､ コンビニ収納がいち早く実施されてきた｡ 国民健康保険法第80条

の2 ｢被保険者の数､ 国民健康保険の財政その他国民健康保険の運営の状況を勘案して厚生労働大臣が指定する

市町村は､ 保険料の徴収の事務については､ 収入の確保及び被保険者の便益の増進に寄与すると認める場合に限

り､ 政令の定めるところにより､ 私人に委託することができる｡｣

� 平木省 ｢地方税の収納事務に係る民間委託の容認について｣ 『地方税』 vol.54. no.5, 2003.5, pp.52-64.

� ｢国民健康保険法第80条の２の規定に基づき厚生労働大臣が指定する市町村｣ (2003.5.26.) (厚生労働省告示第

215号)｡ 厚生労働省は当初､ 被保険者10万人以上の市町村に対する試験的実施と位置づけていたが､ 総務省の地

方税全般の私人委託の実施の方針を受けて､ 今後､ 大臣指定方式を廃止し､ 希望する市町村全てで実施可能とす

る｡ (｢厚労省が国保料の私人委託の指定で通知｣ 『国保実務』 no.2354, 2003.4.21, pp.2-3, 47-44.)

� ｢国保保険料徴収を強化 首都圏の市町村｣ 『日本経済新聞社』 2003.11.5.

� ｢税滞納保護者を "把握" 東京・荒川区｣ 『朝日新聞』 2003.11.2.

� ｢税金⑧滞納 自治体､ 徴収に躍起｣ 『読売新聞』 2003.7.10. ｢地方税取り立て 自治体の本気度｣ 『日本経済新聞』

2003.8.24.

� ｢強気に責めて税収増 張り込み､ 捜索で一気に差し押さえ｣ 『朝日新聞』 2003.7.30.



を導入した(78)｡ 国税滞納発生は年間10数万件

だが､ その９割近くが消費税を中心とした100

万円未満の少額案件のため､ 迅速に対応できる

電話催告を採用したものである｡ 東京の ｢納税

コールセンター｣ では､ 18人の職員が納税を促

す｡ 成功率58％は､ 従来の文書督促の６倍だと

いう｡

５ 社会保険庁の収納費用

社会保険庁の収納対策も､ 厚生労働省の多段

階免除制度も､ 新たな費用負担が生ずる方法で

あるが､ 現在の収納コストはどれほどか､ 国税

と比較しながら見てみよう (図表17)｡

企業を相手とする政管健保・厚生年金の徴収

が､ 最も効率的である｡ 国民年金の場合は､ 国

税と比較しても職員当たりで３分の１､ 事務費

当たりで６分の１である(79)｡ 社会保険庁の事

務費は現在､ 保険料収入によって賄われるため､

空洞化が進むほど､ 空洞化対策に保険料を使う

という悪循環に陥っている｡

Ⅴ おわりに

国民年金空洞化の根本的な原因としては､ 次

の二点が考えられる｡

① わが国の社会保険の強制力の低下と不信感
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� ｢滞納税金徴収､ 電話が効果 文書の６倍､ 国税庁も驚く｣ 『日本経済新聞』 2003.8.12夕刊.

� 国税が所得税･消費税･法人税･相続税など源泉徴収や企業を含む納税総額なのに対して､ 国民年金保険は計2270

万人の納付者､ 免除者､ 未納者､ 未加入者を個別に対象とし､ 納付者ですら一人当たり納付額は月額13,300円に

すぎないことを考慮する必要がある｡

図表17 社会保険料と国税の事務費等の比較

社会保険 国 税

徴収額 (注１) 28兆2059億円 (注２)

53兆9171億円 (注３)
うち政管健保・厚生年金
国民年金

26兆1692億円
１兆9648億円

職員数 17,542人 (注４)

56,466人 (注５)
うち政管健保・厚生年金
国民年金

11,250人
5,850人

事務費 (注１) 3139億円 (注６)

7328億円 (注７)
うち政管健保・厚生年金
国民年金

1525億円
1591億円

(注１) 徴収額は平成12年度､ 事務費は平成14年度予算｡
(注２) 社会保険の徴収額は､ 過年度分を含む｡ また､ 徴収総額は､ 政管健保､ 厚生年金､ 国民年金関係分の他に船員保険関係分

を含む｡
(注３) 国税の徴収額は､ 国税庁の徴収した全ての税の徴収額であり､ 過年度分を含む｡
(注４) 社会保険の職員総数は平成14年度の総定員数であり､ 保険料徴収だけでなく､ 適用､ 被保険者記録の管理､ 給付等に携わ

る職員を含む｡ また､ 政管健保､ 厚生年金､ 国民年金関係職員の他に船員保険関係職員､ 不服申立審査関係職員､ 医療機
関指導監査関係職員を含む｡

(注５) 国税の職員数は､ 国税庁の平成14年度の総定員数｡
(注６) 社会保険の事務費は､ 業務取扱費と施設整備費 (社会保険事務所庁舎等) の合計額であり､ 保険料徴収事務だけでなく､

適用､ 被保険者記録の管理､ 給付等に要する経費を含む｡ また､ 事務費の総額は､ 政管健保､ 厚生年金､ 国民年金関係分
の他に船員保険関係分を含む｡

(注７) 国税の事務費は､ 国税庁の予算総額｡

国 税 政管健保・厚生年金 国民年金

職員一人当たり徴収額 9億5486万円 23億2615万円 3億3586万円

事務費1円当たり徴収額 73.7円 171.6円 12.3円

(出典) ｢社会保険料と国税の事務費等の比較｣ (第４回社会保障審議会年金部会 (2002.5.17.) 資料９)
＜http://www.mhlw.go.jp/shingi/2002/05/s0517-3a.html＞
職員数と事務費当たりの徴収額については､ 上記をもとに作成｡



の蔓延

② 国民年金の変容 (経済弱者の年金制度と定額

保険料の逆進性)

また､ 国民年金空洞化は､ ③ 厚生年金とも

相互に影響を及ぼし､ ④ 高齢者のセーフティ

ネットを綻ばせているという､ わが国の年金制

度の全体にかかわる問題である｡ 以下､ これら

について検討したい｡

１ 社会保険の強制力

社会保険は､ "強制的" な保険制度である点

で､ 民間保険とは異なる｡ 加入や脱退を選ぶこ

とができないからこそ､ 逆選択(80) が生じず､

所得再分配効果があがる｡ 政府が制度を運営ま

たは法により定め､ 広く保険料を徴収できるた

めに､ 制度の持続性・安定性が高くなるという

のが本来の姿である｡ 年金保険の徴収は国税に

準ずることになっているが､ 現実には実行不可

能となっている｡

国税庁は租税の滞納整理方針として､ � 消

費税事案の優先処理､ � 大口・悪質事案に対

する取組 (特捜班等による捜索､ 差押えを中心と

した厳正な処理)､ 集中電話催告システムの活用､

の３点を掲げている(81)｡ これに対し､ 社会保

険庁が空洞化対策として掲げている方策は､ 納

付の簡便化を進めることと広報を行う他は､ 基

本的には人海戦術である｡ 電話督促を民間に委

託し､ かえって信頼性を損ねている｡ 強制力が

はるかに強い税ですら､ 文書督励では効果が低

いために､ より効率的な方策､ より厳格な取り

組みを目指しているのに､ 社会保険庁の対策は

心もとなく､ 費用対効果も疑われる｡ 強制徴収

を行うことが決定されたが､ その根拠となる収

入や資産のデータがないため､ ｢候補者｣ 選定

が困難だという(83)｡ 特に大都市圏で収納率は

低いが､ 納付の簡便化以外の大都市対策は見当

らない｡

国民年金の第１号被保険者は､ 各種社会保険

料や税において､ 煩瑣な納税･納入手続きを強

いられている(84)｡ 国民健康保険中央会の提言

は､ ｢被保険者 (住民) が自治体に支払うもの

は､ 保険料 (税) だけではない｡ 地方税や公共

料金など多岐にわたっており､ それらの請求が

それぞれ各担当部署からなされている(85)｣ と

して､ ｢納付通知の一元化｣ を検討すべき課題

として取り上げているが､ これは国民年金も同

様である｡ ｢空洞化を抑えるには､ 国民の負担

を少しでも軽くする姿勢が求められる｡ 徴収窓

口の一本化も考慮すべき(86)｣ との指摘もなさ

れている｡ 強制徴収を､ 国税､ 地方税､ 国民健

康保険､ 国民年金それぞれで行うのは効率的で

はない｡ 国民年金を社会保険として機能させる

には､ 基礎年金番号を徴収管理に用いることの

検討も必要であろう(87)｡

年金制度への不信感 (特に若年層) が国民年

金空洞化の原因の一つと社会保険庁は分析して
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� 保険の逆選択とは､ 被保険者が保険を選択すること｡ リスクの高い者ほど加入し､ そのため保険料が高くなり､

そうすると保険加入をやめる人が増えて､ さらに保険料が高くなるという悪循環に陥り､ 保険が成立しなくなる｡

� ｢保険料その他この法律 (第10章を除く｡ 以下この章から第８章までにおいて同じ｡) の規定による徴収金は､

この法律に別段の規定があるものを除くほか､ 国税徴収の例によつて徴収する｣ (国民年金法第95条)｡ なお､ ア

メリカ､ イギリス､ スウェーデン､ オランダは､ 所得税の徴収システムに組み込まれている｡

� 国税庁 ｢滞納整理方針｣ ＜http://www.nta.go.jp/category/press/press/101/05.htm＞ (last access 2003.

12.16)

� ｢年金を問う 第２部 改革ちぐはぐ�｣ 『日本経済新聞』 2003.11.29. そもそも強制徴収を行っても､ 国民年金

保険料２年分 (２年で時効が成立する) は１人当たり50万円にも満たない｡

� そもそも､ 雇用状態次第で公的年金制度を渡り歩かなければならない煩雑さも存在する｡

� 国民健康保険料 (税) 滞納問題に関する研究会 『国民健康保険料 (税) 集能率向上のための提言』 2001.12.

	 ｢国民年金の空洞化｣ 『日本経済新聞』 2003.10.26. 西沢和彦氏によるコメント｡



おり､ その対策として広報･教育活動に力を注

ぐ方針であるが､ 厚生年金支給ミスが社会保険

庁の年金記録に関する脆弱さと対応の遅さを露

呈し､ 信頼性を損ねたことによる悪影響も考慮

する必要があろう｡

２ 国民年金の変容 (経済弱者の年金制度と定額

保険料の逆進性)

社会保険庁は､ 納付率悪化の原因を保険料免

除制度の改定によると分析し､ 厚生労働省の年

金制度改革案では多段階免除制度の創設が提案

されたが､ 免除制度は通常､ 例外的な措置であ

る｡ だが､ 免除者が加入者 (第１号被保険者)

の４分の１近くを占めるなら､ そもそもの保険

料設定とそれに基く保険料収入の推計は､ 虚構

に陥るのではないだろうか｡ 既に見たとおり､

前回の年金財政再計算は､ ５年後の現在､ 既に

国民年金でも厚生年金でも将来推計としての実

効性を全く失ってしまった｡ これは､ 少子高齢

化の影響を待たず､ 経済状況と雇用事情の変化

によるものである｡

わが国の ｢皆保険皆年金｣ は国民の所得格差

が少ないとみなされた時期に創設されたため､

国民年金保険料は所得の有無・多少にかかわら

ず定額とされた(88)｡ こういった保険料設定は､

少なからず人頭税的な性格(89) を有し､ 逆進的

である｡ 国民年金が自営業者等の年金制度であっ

た創設期とは異なり､ 現在は失業者や零細企業

の従業員､ パートやアルバイトなどの非正規雇

用者といった経済弱者の年金制度でもある｡

こういった経済弱者に対して定額保険料を課

すことは､ むしろ保険料徴収の正当性を損ねて

いる｡ また免除制度を充実させても､ 社会保険

庁の事務コストと将来の低年金高齢者が増える

だけである｡ 免除制度を多段階化して整備しよ

うとする一方で､ 現在も所得捕捉の困難さを定

額保険料の理由にするのは矛盾しているのでは

ないだろうか｡

逆進的な定額保険料とその徴収システムのあ

り方について､ 根本的な検討をすべきである｡

厚生労働省 ｢社会保障負担等の在り方に関する

研究会｣ は､ 定額負担について､ ｢国民皆保険

制度の下では､ 定額負担の場合低所得者が負担

できず､ 免除制度を設けたり､ 全体の負担及び

給付の水準を引き下げたりしなければならない

という問題があるため､ 社会保険料負担におけ

る定額負担の比重を高めることには制約があり､

基本的な部分は､ 能力を適切に把握した上で､

能力に応じた負担を課するべきである｡ こうし

た観点からは､ 現在の完全定額負担である国民

年金制度には問題が多く､ 所得の把握を適切に

行った上で､ 所得比例の要素を加味するべきで

ある(90)｣ と指摘している｡ しかし､ 社会保障

審議会年金部会 ｢年金制度改正に関する意見｣

では､ ｢基礎年金の税方式化｣ についての意見

の紹介として ｢現行の国民年金定額保険料･定

レファレンス 2004.１108

� 厚生労働省 ｢｢社会保障負担等の在り方に関する研究会｣ 報告書｣ 2002.7.25.

<http://www.mhlw.go.jp/houdou/2002/07/h0725-2.html#1＞は､ 社会保障番号を ｢国民が社会保障の給付と

負担に関する情報を知ったり､ 権利と義務を確認したりするとともに､ 金融資産や自営業者の取引を把握し､ 負

担能力に応じた公平な負担を求めるためには､ プライバシーの問題に配慮しつつ､ 医療・年金・福祉など制度横

断的に利用できる社会保障番号制度を導入し､ 活用することが必要である｣ としている｡

� 国民健康保険の保険料 (税) は各自治体において所得割・世帯割・均等割･資産割の組合わせで決められる｡

介護保険の保険料算定も国民健康保険に準ずるので､ 世帯収入が算定基準となり､ 保険料は個人単位で賦課され

る｡ ちなみに年金受給額が同額でも､ 年金受給者だけの世帯と､ 現役世代 (子ども) との同居世帯では､ 後者の

ほうが第１号被保険者保険料は高額になる｡

� ｢所得額に関係なく､ 税金の恩恵を受ける以上､ 税金は全員が負担すべき｣ という考え方に基き､ 支払能力と

は関係なく一律の税を課すもの｡ 税制においては､ 地方税の均等割に人頭税的な性格がある｡

� 厚生労働省 ｢｢社会保障負担等の在り方に関する研究会｣ 報告書｣ 2002.7.25.



額給付の方式において生じる逆進性｣ が指摘さ

れるに留まった｡

３ 国民年金空洞化と厚生年金

基礎年金拠出金制度により､ 国民年金の空洞

化は､ 被用者年金保険に対して基礎年金拠出負

担を重くする影響があることについて指摘した｡

一方､ 厚生年金自体も､ 雇用コストの軽減を追

求する企業の行動により､ 一種の空洞化が進ん

でいる｡ 被用者保険の保険料負担の重さが､ 非

正規雇用及び失業者の増加に一役買っており､

それによって厚生年金の縮小が加速されている

のである｡ これは､ 国民年金の空洞化を助長し

ていると同時に､ 厚生年金の成熟度(91) を高め

ており､ 厚生年金の年金財政は既に実態として

赤字に転じている(92)｡ 厚生年金被保険者が雇

用者のうちで少数派になっていけば､ 今後の厚

生年金財政は逼迫せざるを得ない｡ 原理の異な

る年金制度が並立し､ 被用者 (雇用者) の身分

によって保険料負担に格差がある現状では､ 今

後の被用者年金の保険料率引上げにより､ 一層

深刻な雇用の不安定化とそれによる被用者年金・

国民年金の財政破綻がもたらされないとは限ら

ない｡

４ 高齢者のセーフティネット

1986 (昭和61) 年の国民年金の基礎年金化へ

の途を開いたのは､ 1977 (昭和52) 年の社会保

障制度審議会建議 ｢皆年金下の新年金体系｣(93)

であった｡ ここで､ 全国民共通の上下二階層の

国民皆年金が構想された｡ ｢基本年金｣ は全額

国庫負担 (財源は年金目的税としての所得型付加

価値税を導入) で運営し､ その上乗せ部分とし

ての ｢社会保険年金｣ は従来の各種公的年金を

再編するというものである(94)｡ 前者が最低生

活保障 (ナショナル・ミニマムの保障)､ 後者が

従前所得保障を具現化する構想であったが､ さ

まざまな検討や提言を経て(95)､ 国民年金制度

を社会保険制度のままで基礎年金化する方向へ

導かれた｡ 社会保険制度を収入のない者にも適

用して定額保険料を課すという諸外国にも例の

ない ｢皆年金(96)｣ 制度が発足したのである｡

しかし､ 納付義務者の納付率で約６割､ 第１

号被保険者の５割程度が納付しているにすぎな

い現状は､ 高齢期に対するセーフティネットが

破れているに等しい｡ 現在の年金制度が､ 高齢

期の最低限の生活保障としての実効性を失いつ

つあることを直視しなければならない｡ 保険料
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� 被保険者１人当たり老齢年金受給権者数のこと｡ 同様の指標として､ ｢年金扶養比率｣ (被保険者／受給権者)

がある｡

� 2001 (平成13) 年度には実質赤字に転じている｡ 高山憲之 ｢日本における公的年金の基本問題 年金改革への

バランスシート・アプローチ｣ 『共済新報』 vol.44.no.8, 2003.8, pp.2-14.ほか｡

� 各種審議会サイトに掲載 ＜http://www8.cao.go.jp/hoshou/whitepaper/council/1977sinnenkin/＞｡ 社会

保障制度審議会は1949 (昭和24) 年設置､ 2001 (平成13) 年１月６日廃止｡ 経緯は､ 総理府社会保障制度審議会

事務局監修 『社会保障制度審議会50年の歩み』 法研 2000.3.等を参照｡

� 社会保障制度審議会建議 ｢高齢者の就業と社会保険年金－続・皆年金下の新年金体系｣ 1979.10.で具体的な提

言を行った｡

� 1979 (昭和54) 年４月18日の年金制度基本構想懇談会 (厚生大臣の私的諮問機関として1976 (昭和51) 年５月

11日設置) 報告書 ｢わが国年金制度の改革の方向 －長期的な均衡と安定を求めて－｣ は､ ｢社会保険方式を原則

としながら､ 公正でかつ効率的な保障を果たすべき｣ としている｡ 1982 (昭和57) 年２月10日の国民年金研究会

｢国民年金制度改革に関する報告｣ では､ ｢現行制度からの移行方法に留意しつつ基本年金を実現しようとするの

であれば､ …国民年金を文字通り国民全体の年金に変身させることを考えるべき｣ とし､ ここに国民年金の基礎

年金化の道が開かれた｡ (各報告書は､ 吉原健二 『新年金法 61 年金改革 解説と資料』 全国社会保険協会連合会

1987.3.に採録｡)



の未納や免除制度は､ 将来の無年金・低年金者

につながるからである｡ 無年金・低年金高齢者

が増えたとき､ 国は生活保護に加えて､ 何らか

の対策を講ずることを余儀なくされよう｡

1994 (平成６) 年の世界銀行レポート ｢高齢

化の危機を避けるために｣(97) は､ 高齢期の所得

保障について､ ３つの柱があると説く｡ 第１が

高齢者の貧困を緩和し､ 多様なリスクに対応で

きる公的な柱 (公的な賦課方式プラン)､ 第２が

強制適用による積立方式の私的年金 (個人貯蓄

勘定・企業年金)､ 第３が任意加入の企業年金や

個人の貯蓄 (個人貯蓄・個人年金プラン) である｡

空洞化した国民年金と､ 雇用者が減っていない

のに被保険者が減り続けている厚生年金は､ 第

１の柱として今後の高齢化を支えることができ

るだろうか｡

1986 (昭和61) 年の基礎年金制度導入による

国民年金制度改正の目的は､ 制度間格差や男女

間格差の解消､ 無年金者の解消､ 過剰給付と財

政圧迫の回避､ 女性の年金権の確立､ 障害年金

の大幅改善であった(98)｡ これらは､ 1961 (昭和

36) 年の国民年金発足以来､ 指摘されてきた諸

問題であった｡ しかし､ どれも依然として解決

済みとは言い難く､ そのうえ公的年金制度の信

頼性そのものが揺らいでいる｡ 2004 (平成16)

年の年金改革に向けた厚生労働省案で示された

国民年金制度の改正案は､ 空洞化対策としての

多段階免除制度の導入に留まる｡ これは既存制

度の枠内での修正であり､ これらの課題にどれ

だけ対処できるのだろうか｡ 国民年金の空洞化

についてどのような抜本的な解決策が示される

か､ 国会内外での今後の議論の行方が注目され

る｡
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� 皆年金とは､ 税財源による年金制度 (デンマーク､ ニュージーランド等) でしか実現できない｡ 皆年金を実現

していたスウェーデンの旧制度の基礎年金の場合､ 財源は社会保険 (企業負担のみ) で賄っていたが､ 給付に際

して拠出は問われず､ 居住要件のみで決定され､ わが国でいう社会保険制度とは異なる (岩間大和子 ｢諸外国の

二階建て年金制度の構造と改革の動向－スウェーデン､ イギリスの改革を中心に－｣ 『レファレンス』 no.636,

2004.1. を参照)｡ 社会保険制度は受益と負担の関係が明確なので権利性が高いとされるが､ これは同時に ｢負担

なき受益の排除 (排除原理)｣ も基本としているため､ 皆年金が必要とする普遍性とは矛盾する (里見賢治 ｢公

的年金制度の動向と論点｣ 『大原社会問題研究所雑誌』 no.524, 2002.7, pp.1-17.ほか､ 参照)｡

� "Averting the Old Age Crisis" (厚生年金基金連合会 『海外の年金制度』 東洋経済新報社 1999.9, pp.611-628.)

世界銀行は IMF (国際通貨基金) とともに､ 本レポートに関して積極的な啓発活動を行った｡ 賦課方式の給付建

て (確定給付) 年金制度が高齢化社会では立ち行かなくなることを指摘したこの報告書は､ 各国の年金制度改革

に大きな影響を与えたと言われる｡ ILO (国際労働機関) と ISSA (国際社会保障協会) は世銀に対して反論し､

この論争から ILOは新たな年金報告 "Social security pensions" 2000. (渡部記安訳 『社会保障年金制度 上』

法研 2001.12.) が生まれた｡

� 吉原健二 『新年金法 61 年金改革 解説と資料』 全国社会保険協会連合会 1987.3, pp.27-28.ほか｡

� 年金資金運用基金＜http://www.gpif.go.jp/＞において､ 2001 (平成13) 年度から厚生労働大臣による自主運

用が開始された｡
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図表18 ｢国民年金 免除者数､ 免除率､ 検認率､ 繰上げ率の推移｣

年 度
免除者数 (千人) 免 除 率 (％) 学生納付特例者 検認率

(％)

繰上げ率 (％)

計 法定免除 申請免除 計 法定免除 申請免除 数(千人) 率 (％) 計 男 子 女 子

昭和36 1,679 461 1,218 10.6 2.9 7.7 － － 73.9 － － －

37 1,934 520 1,414 12 3.3 8.8 － － 80 － － －

38 2,082 570 1,513 13 3.5 9.3 － － 85.3 － － －

39 2,109 598 1,511 13 3.6 9.1 － － 88.1 － － －

40 2,045 616 1,429 12 3.6 8.3 － － 90.1 － － －

41 1,957 635 1,323 11 3.5 7.4 － － 90.8 － － －

42 1,925 644 1,281 11 3.5 7 － － 91.6 － － －

43 1,871 637 1,233 10 3.4 6.6 － － 93 － － －

44 1,872 649 1,222 9.8 3.4 6.4 － － 93.7 － － －

45 1,772 659 1,114 9.1 3.4 5.7 － － 94.2 － － －

46 1,717 647 1,070 8.8 3.3 5.5 － － 95 47.3 42.5 50

47 1,681 654 1,027 8.5 3.3 5.2 － － 95.7 41.7 38.2 43.5

48 1,594 659 935 8.1 3.4 4.8 － － 95.7 43.6 39.7 45.6

49 1,570 678 892 8 3.5 4.5 － － 95.8 60.3 57.3 61.8

50 1,612 704 908 8 3.5 4.5 － － 96 72.8 71.3 73.6

51 1,690 727 963 8.5 3.6 4.8 － － 96.4 61.8 58.8 63.5

52 1,826 751 1,075 9.1 3.7 5.4 － － 96.3 59.1 54.5 61.5

53 1,960 782 1,178 9.7 3.9 5.8 － － 96.2 59.2 53.4 62.2

54 2,098 808 1,290 11 4 6.4 － － 96.1 63.4 57 66.7

55 2,330 836 1,493 12 4.2 7.6 － － 96.1 67.1 61 70.2

56 2,537 852 1,685 13 4.4 8.7 － － 95.7 70.9 64.1 74.3

57 2,843 876 1,967 15 4.6 10.4 － － 95.2 74.9 68.9 77.8

58 3,093 874 2,219 17 4.7 12 － － 94.6 77.4 72.1 80

59 3,190 874 2,316 17 4.8 12.7 － － 94.1 76.7 71.6 79.3

60 2,612 820 1,792 15 4.6 10.2 － － 89.7 76.7 72.2 79

61 2,259 868 1,390 12 4.6 7.3 － － 82.5 74.3 68.5 77.2

62 2,246 899 1,347 12 4.7 7.1 － － 83.7 72.1 64.7 75.7

63 2,236 897 1,339 12 4.9 7.3 － － 84.3 68.5 59.7 72.8

平成元 2,227 894 1,333 13 5 7.5 － － 84.7 64.9 54.6 70.1

２ 2,162 881 1,281 13 5.1 7.5 － － 85.2 60.1 50 65.5

３ 2,550 870 1,680 14 4.8 9.2 － － 85.7 50.8 46.1 53.1

４ 2,666 861 1,805 15 4.7 9.9 － － 85.7 46.9 44.4 48.1

５ 2,866 862 2,004 16 4.7 11 － － 85.5 42.9 40.8 43.8

６ 3,090 865 2,225 17 4.7 12.1 － － 85.3 39.6 37.1 40.8

７ 3,304 869 2,435 18 4.6 13 － － 84.5 36.8 34.5 37.8

８ 3,340 865 2,475 18 4.6 13 － － 82.9 34.2 32.4 35.1

９ 3,585 873 2,712 19 4.5 14.1 － － 79.6 33 32 33.4

10 3,998 900 3,098 20 4.5 15.4 － － 76.6 32.3 32.4 32.3

11 4,428 932 3,496 21 4.5 16.7 － － 74.5 28.4 29.5 28

12 3,698 957 2,741 17 4.5 12.9 1,348 6.3 73 23.8 25.5 23.2

13 3,759 990 2,770 17 4.5 12.7 1,476 6.8 70.9 27.3 29 26.7

(注) 法 定 免 除：申請を行わずに国民年金の保険料納付を免除されている人で､ 具体的には障害年金受給権者､ 生活保護受
給者等です｡

申 請 免 除：国民年金の保険料免除申請を行った上で免除を受ける必要がある人で､ 具体的には低所得の人です｡
学生納付特例：一定所得以下の学生については､ 申請すれば保険料納付を要しない制度｡
免 除 率：第一号被保険者 (任意加入被保険者を除きます｡) 数に対する免除者数の割合をいいます｡
学生納付特例率：第一号被保険者 (任意加入被保険者を除きます｡) 数に対する学生納付特例者数の割合をいいます｡
検認率(納付率)：国民年金の保険料について､ 納付すべき月数の累計に対する実際に納付された月数の割合をいいます｡
繰 上 げ 率：国民年金の老齢年金は､ 本来65歳が受給開始年齢となっていますが､ 本人の請求により60歳以降であれば､

65歳になる以前であっても繰り上げて受給することができます｡ (ただし､ 繰り上げて受給する場合には､
一定の割合で年金額が減額されます｡) 繰上げ率とは､ 老齢年金受給権者 (５年年金受給権者および新法
厚生年金の受給権を持っている人を除きます｡) に対する繰上げ受給権者の割合をいいます｡ なお､ ここ
では新規裁定者の繰上げ率を示しています｡

資料：社会保険庁 ｢事業年報｣
(出典) 厚生労働省 年金財政ホームページ ＜http://www.mhlw.go.jp/topics/nenkin/zaisei/zaisei/data/dat_f01.html＞



(補) 国民年金の財政の仕組み

○ 国民年金勘定・基礎年金勘定

国民年金勘定において､ 収入は､ 保険料収入

(第１号被保険者納付)､ 一般会計からの国庫負

担 (給付額の３分の１)､ 基礎年金勘定からの基

礎年金交付金等､ 運用収入､ 雑収入である｡ 支

出は､ 国民年金給付費､ 基礎年金勘定への

繰入れが主である｡ 積立金は､ 年金資金運用基

金(99) で運用される｡

基礎年金勘定において､ 収入は､ 各年金保険

からの拠出金繰入れと､ 一般会計からの国庫負

担 (給付額の３分の１) である｡ 支出は､ 基礎

年金給付金と､ 各年金制度に対するみなし基礎

年金 (改正前の旧国民年金法給付や旧被用者年金

各法による基礎年金相当部分) への基礎年金交付

金である｡

○ 定額保険料と給付の関係

国民年金の保険料は､ 制度発足時より定額で､

2003 (平成15) 年度は月額13,300円である｡ 給

付額は､ 保険料を納付した月数に応じて決まり､

40年間 (480ヵ月) で満額 (平成15年度は年額

797,000円) 支給される(100)｡

国民年金の受給資格は､ 保険料納付済期間と

免除期間と合算対象期間 (カラ期間*含む) の合

計が25年以上の場合に得られる(101)｡ 保険料を

納付しただけ給付が増えるが､ 半額免除期間は

２/３､ 全額免除期間は１/３の給付額となる｡

学生特例制度の期間は､ カラ期間と同様で､

給付には反映されない｡ なお､ 免除制度は10年

間溯って保険料を追納することが可能であり､

追納すれば保険料納付済期間となる｡

*カラ期間…みなし通算期間のこと｡ 公的年金制度に加

入していた期間ではないが､ 年金受給資格期

間として算定できる期間｡ 強制適用以前の期

間を ｢カラ期間｣ として算入できるのは､ 在

日外国人､ 被用者年金被保険者の被扶養配偶

者 (第３号被保険者)､ 学生などである｡
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�100 国民年金制度発足以降に20歳になる1941 (昭和16) 年４月２日以降に生まれた者は40年間の納付月数を満たせ

るが､ それ以前に生まれた者は満たせず､ 加入可能年数は生年月日に応じて短縮される｡ 例えば､ 1926 (大正15)

年４月２日～1927 (昭和２) 年４月１日生まれの者は25年が加入可能年数となり､ 25年加入で満額支給される｡

�101 国民年金制度発足時に31歳以上の者は､ 25年の受給資格期間を満たせないこともありうるので､ 生年月日によ

り受給資格期間が短縮される｡ 例えば､ 1929 (昭和４) 年４月２日～1930 (昭和５) 年４月１日生まれの者は24

年が受給資格期間､ 1926 (大正15) 年４月２日～1927 (昭和２) 年４月１日生まれの者は21年が受給資格期間で

ある｡

797,000×
(保険料納付済月数)＋(保険料半額免除月数)×２/３＋(保険料全額免除月数)×１/３

(加入可能年数)×12
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